
２ 各サービスの指定基準等について 

 

（１）生活介護 

  ① サービスの概要 

    障害者支援施設等において、入浴、排せつ及び食事等の介護、創作的活動又

は生産活動の機会の提供その他必要な援助を要する障害者であって、常時介護

を要する者につき、主として昼間において、入浴、排せつ及び食事等の介護、

調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他の必要

な日常生活上の支援、創作的活動又は生産活動の機会の提供その他の身体機能

又は生産能力の向上のために必要な援助を行う。 

 

  ② 各基準の概要 

申請者 法人 

人 員 医師 ・必要な数 

看護職員（※） ・生活介護の単位ごとに１以上 

理学療法士又

は作業療法士

（※） 

・利用者に対し機能訓練を行う場合は生活介護の単位

ごとに必要数 

生活支援員

（※） 

・生活介護の単位ごとに１以上（１人以上は常勤） 

サービス管理

責任者 

・利用者数６０人以下：１人以上 

・利用者数６１人以上：１人に利用者数が６０人を超

えて４０又はその端数を増すごとに１人を加えた

数 以上 

※１人以上は常勤 

管理者 原則として管理業務に従事するもの 

※管理業務に支障がない場合は、他の職務の兼務可 

設 備 訓練・作業室 ・訓練又は作業に支障がない広さを有し（定員×３．

３㎡以上）、必要な機械器具等を備えること 

相談室 ・間仕切り等を設けること 

洗面所・便所 ・利用者の特性に応じたものであること 

多目的室その他運営に必要な設備 

定 員 原則として２０人以上 

  ※ 看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数は、生活介護の

単位ごとに常勤換算で、①から③までに掲げる平均障害支援区分に応じ、それ

ぞれ①から③までに掲げる数 

   ① 平均障害支援区分が４未満：利用者数を６で除した数以上 

   ② 平均障害支援区分が４以上５未満：利用者数を５で除した数以上 

   ③ 平均障害支援区分が５以上：利用者数を３で除した数以上 
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（２）短期入所 

  ① サービスの概要 

    居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により、障害者支援施設、

児童福祉施設等への短期間の入所を必要とする障害者等につき、当該施設に短

期間の入所をさせて、入浴、排せつ及び介護その他の必要な支援を行う。 

   

  ② 事業所の形態 

   ア 併設事業所 

    ・ 指定障害者支援施設、児童福祉施設その他の入浴、排せつ及び食事の介

護その他の必要な支援を適切に行うことができる入所施設（以下「指定障

害者支援施設等」という。）に併設され、指定短期入所の事業を行う事業所

として当該指定障害者支援施設等と一体的な運営を行う事業所 

    ・ その他の入浴、排せつ及び食事の介護その他の必要な支援を適切に行う

ことができる施設には、指定宿泊型自立訓練事業所、指定共同生活援助事

業所、日中サービス支援型指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用

型指定共同生活援助事業所（以下「指定宿泊型自立訓練事業所等」という。）

を含む。 

   イ 空床利用型事業所 

    ・ 利用者に利用されていない指定障害者支援施設等の全部又は一部の居室

において指定短期入所の事業を行う事業所 

   ウ 単独型事業所 

    ・ 指定障害者支援施設等（指定宿泊型自立訓練事業所等を除く。）以外の施

設であって、利用者に利用されていない居室において、指定短期入所の事

業を行う事業所 

 

  ③ 各基準の概要 

申請者 法人（病院又は診療所により行われるものを除く。） 

人 員 併設事業所 

 

 

指定障害者支

援施設等 

・当該施設の利用者の数及び併設事業所の利用

者の合計数を当該施設の利用者の数とみなし

た場合、当該施設として必要とされる数以上 

指定宿泊型自

立訓練事業所

等 

・①又は②に掲げる指定短期入所を提供する時

間帯に応じ、それぞれ①又は②に定める数 

①指定短期入所と同時に指定宿泊型自立訓練等

を提供する時間帯 

  指定宿泊型自立訓練事業所等の利用者の数

及び併設事業所の利用者の数の合計数を当該

指定宿泊型自立訓練事業所等の利用者の数と

みなした場合において、当該指定宿泊型自立訓

練事業所等における生活支援員又はこれに準

ずる従業者として必要とされる数以上 

②指定短期入所を提供する時間帯（①に掲げるも

のを除く。） 

  当該日の指定短期入所の利用者の数が６名

以下については１以上、７名以上については１
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に当該日の指定短期入所の利用者の数が６を

超えて６又はその端数を増すごとに１を加え

て得た数以上 

空床利用型事業所 

 指定障害者支

援施設等 

・当該施設の利用者の数及び空床利用型事業所

の利用者の合計数を当該施設の利用者の数と

みなした場合、当該施設として必要とされる数

以上 

指定宿泊型自

立訓練事業所

等 

・①又は②に掲げる指定短期入所を提供する時

間帯に応じ、それぞれ①又は②に定める数 

①指定短期入所と同時に指定宿泊型自立訓練等

を提供する時間帯 

  指定宿泊型自立訓練事業所等の利用者の数

及び空床利用型事業所の利用者の数の合計数

を当該指定宿泊型自立訓練事業所等の利用者

の数とみなした場合において、当該指定宿泊型

自立訓練事業所等における生活支援員又はこ

れに準ずる従業者として必要とされる数以上 

②指定短期入所を提供する時間帯（①に掲げるも

のを除く。） 

  当該日の指定短期入所の利用者の数が６名

以下については１以上、７名以上については１

に当該日の指定短期入所の利用者の数が６を

超えて６又はその端数を増すごとに１を加え

て得た数以上 

単独型事業所 

 指定生活介護

事業所等 
（指定生活介護事業

所、指定自立訓練（機

能訓練）事業所、指定

自立訓練（生活訓練）

事業所、指定宿泊型自

立訓練事業所、指定就

労移行支援事業所、指

定就労継続支援Ａ型・

Ｂ型事業所、指定共同

生活援助事業所、外部

サービス利用型指定

共同生活援助事業所

又は障害児通所支援

事業所） 

①指定生活介護等のサービス提供時間帯 

  当該指定生活介護事業所等の利用者の数及

び当該単独型事業所の利用者の数の合計数を

当該指定生活介護事業所等の利用者の数とみ

なした場合において、当該指定生活介護事業所

等における生活支援員又はこれに準ずる従業

者として必要とされる数以上 

②それ以外の時間帯 

  当該日の利用者の数が６名以下の場合にお

いては１以上の生活支援員又はこれに準ずる

従業者、７名以上の場合においては１に当該日

の利用者の数が６を超えて６又はその端数を

増すごとに１を加えて得た数以上 

指定生活介護

事業所等以外 

上記②と同じ 

管理者 原則として管理業務に従事するもの 

※管理業務に支障がない場合は、他の職務の兼務  

可 
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居 室 併設事業所、空床利

用型事業所 

併設事業所又は指定障害者支援施設等の居室で

あって、その全部又は一部が利用者に利用されて

いない居室を用いること 

単独型事業所 ・１の居室の定員：４人以下 

・地階に設けてはならないこと 

・利用者１人当たりの床面積：収納設備等を除き

８㎡以上 

・寝台又はこれに代わる設備を備えること 

・ブザー又はこれに代わる設備を設けること 

設 備 併設事業所 併設事業所又は併設本体施設の効率的運営が可

能であり、かつ、当該併設本体施設の利用者の支

援に支障がないときは、当該併設本体施設の設備

（居室を除く。）を指定短期入所事業の用に供す

ることができる。 

空床利用型事業所 指定障害者支援施設等として必要とされる設備

を有することで足りる 

単独型事業所 食堂 ・食事の提供に支障がない広さを有

すること 

・必要な備品を備えること 

浴室 ・利用者の特性に応じたものである

こと 

洗面所 

便所 

・居室のある階ごとに設けること 

・利用者の特性に応じたものである

こと 

 

 

（３）自立訓練（機能訓練） 

  ① サービスの概要 

    障害者につき、障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所に通わせて

当該障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所において、又は当該障害

者の居宅を訪問して、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーション、

生活等に関する相談及び助言その他の必要な支援を行う。 

 

  ② 各基準の概要 

申請者 法人 

人 員 看 護 職 員

（※） 

・１以上（１人以上は常勤） 

 

 

理学療法士

又は作業療

法士（※） 

 

・１人以上 

生活支援員

（※） 

・１以上（１人以上は常勤） 
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サービス管

理責任者 

・利用者数６０人以下：１人以上 

・利用者数６１人以上：１人に利用者数が６０人を超え

て４０又はその端数を増すごとに１人を加えた数 

以上 

※１人以上は常勤 

管理者 原則として管理業務に従事するもの 

※管理業務に支障がない場合は、他の職務の兼務可 

設 備 訓練・作業室 ・訓練又は作業に支障がない広さを有し（定員×３．３

㎡以上）、必要な機械器具等を備えること 

相談室 ・間仕切り等を設けること 

洗面所・便所 ・利用者の特性に応じたものであること 

多目的室その他運営に必要な設備 

定 員 原則として２０人以上 

  （※）看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数は、常勤換算

で、利用者数を６で除した数以上 

  （※）訪問によるサービスの提供の場合は、上記人員に加えて、訪問によるサー

ビスを提供する生活支援員を１人以上置くこと 

 

 

（４）自立訓練（生活訓練） 

  ① サービスの概要 

   ・自立訓練（生活訓練） 

     障害者につき、障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所に通わせ

て当該障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所において、又は当該

障害者の居宅を訪問して、入浴、排せつ及び食事等に関する自立した日常生

活を営むために必要な訓練、生活等に関する相談及び助言その他の必要な支

援を行う。 

   ・宿泊型自立訓練 

     障害者につき、居室その他の設備を利用させるとともに、家事等の日常生

活能力を向上させるための支援、生活等に関する相談及び助言その他の必要

な支援を行う。 

     

  ② 各基準の概要 

申請者 法人 

人 員 生活支援員 ・常勤換算で、①に掲げる利用者数を６で除した数と②

に掲げる利用者数を１０で除した数の合計数以上

（１人以上は常勤） 

① ②に掲げる利用者以外の利用者 

② 指定宿泊型自立訓練の利用者 

・訪問によるサービスの提供の場合は、上記人員に加え

て、訪問によるサービスを提供する生活支援員１人

以上 

地域移行支

援員 

・指定宿泊型自立訓練を行う場合に１人以上 
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サービス管

理責任者 

・利用者数６０人以下：１人以上 

・利用者数６１人以上：１人に、利用者数が６０人を超

えて４０又はその端数を増すごとに１人を加えた数 

以上 

※１人以上は常勤 

管理者 原則として管理業務に従事するもの 

※管理業務に支障がない場合は、他の職務の兼務可 

設 備 訓練・作業室 ・訓練又は作業に支障がない広さを有し（定員×３．３

㎡以上）、必要な機械器具等を備えること 

相談室 ・間仕切り等を設けること 

洗面所・便所 ・利用者の特性に応じたものであること 

※指定宿泊型自立訓練を行う事業所にあっては、上記の設備のほか、

次の基準による居室及び浴室を設けること（指定宿泊型自立訓練のみ

を行う事業所の場合は、訓練・作業室を設けないことができる。） 

・居室：居室の定員１人、居室の面積が収納設備等を除き、７．４３

㎡以上 

・浴室：利用者の特性に応じたものであること 

定 員 原則として２０人以上 

 

 

（５）就労選択支援 

  ① サービスの概要 

    就労を希望する障害者又は就労の継続を希望する障害者であって、就労移行

支援若しくは就労継続支援を受けること又は通常の事業所に雇用されること

について、短期間の生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、就労に関す

る適正、知識及び能力の評価並びに就労に関する意向、就労するために必要な

配慮その他の整理を行い、又はこれに併せて当該評価及び当該整理の結果に基

づき、適切な支援の提供のために必要な関係者との連絡調整、就労に係る情報

の提供及び助言その他の便宜を提供する。 

 

  ② 各基準の概要 

申請者 過去３年以内に合計３人以上通常の事業所に新たに障害者を雇用さ

せている就労移行支援等に係る指定障害福祉サービス事業者 

（３年に満たない場合は、利用を経て３人以上新たに障害者を雇用さ

せた事業者） 

人 員 就労選択支

援員 

常勤換算で利用者数を１５で除した数以上 

管理者 原則として管理業務に従事するもの 

※管理業務に支障がない場合は、他の職務の兼務可 

設 備 訓練・作業室 ・訓練又は作業に支障がない広さを有し、必要な機械器

具等を備えること 

相談室 ・間仕切り等を設けること 

洗面所・便所 ・利用者の特性に応じたものであること 

多目的室その他運営に必要な設備 

定 員 原則として１０人以上 

8



  （※）就労選択支援員の資格要件について 

    就労選択支援員は、就労選択支援員養成研修を修了している者が行うこと。 

    ただし、令和１０年３月３１日までは、経過措置として、次の研修を修了し

た者が就労選択支援員として業務に従事することができる。 

    ・雇用と福祉の分野横断的な基礎的知識・スキルを付与する研修 

    ・就業支援基礎研修（就労支援員対応型） 

    ・訪問型職場適応援助者養成研修 

    ・サービス管理責任者研修専門コース別研修 

    ・相談支援従事者研修専門コース別研修（就労支援コース） 

 

 

（６）就労移行支援 

  ① サービスの概要 

    就労を希望する障害者であって、通常の事業所に雇用されることが可能と見

込まれるもの又は通常の事業所に雇用されている者であって特定の事由によ

り就労に必要な知識及び能力の向上に必要な支援を一時的に必要とするもの

につき、生産活動、職場体験その他の活動の機会の提供その他の就労に必要な

知識及び能力の向上のために必要な訓練、求職活動に関する支援、その適性に

応じた職場の開拓、就職後における職場への定着のために必要な相談その他の

必要な支援を行う。 

 

  ② 各基準の概要 

申請者 法人 

人 員 職業指導員

及び生活支

援員 

・総数：常勤換算で利用者の数を６で除した数以上 

・職業指導員の数：１人以上 

・生活支援員の数：１人以上 

※１人以上は常勤 

就労支援員 ・常勤換算で、利用者数を１５で除した数以上 

サービス管

理責任者 

・利用者数６０人以下：１人以上 

・利用者数６１人以上：１人に利用者数が６０人を超え

て４０又はその端数を増すごとに１人を加えた数 

以上  

※１人以上は常勤 

管理者 原則として管理業務に従事するもの 

※管理業務に支障がない場合は、他の職務の兼務可 

設 備 訓練・作業室 ・訓練又は作業に支障がない広さを有し（定員×３．３

㎡以上）、必要な機械器具等を備えること 

相談室 ・間仕切り等を設けること 

洗面所・便所 ・利用者の特性に応じたものであること 

多目的室その他運営に必要な設備 

定 員 原則として１０人以上 
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（７）就労継続支援Ａ型 

  ① サービスの概要 

    通常の事業所に雇用されることが困難な障害者のうち適切な支援により雇

用契約等に基づき就労する者又は通常の事業所に雇用されている者であって

特定の事由により就労が必要な知識及び能力の向上に必要な支援を一時的に

必要とするものにつき、生産活動その他の活動の機会の提供その他の就労に必

要な知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の必要な支援を行う。 

 

  ② 各基準の概要 

申請者 専ら社会福祉事業を行う法人 

人 員 職業指導員

及び生活支

援員 

・総数：常勤換算で、利用者の数を１０で除した数以上 

・職業指導員の数：１人以上 

・生活支援員の数：１人以上 

※１人以上は常勤 

サービス管

理責任者 

・利用者数６０人以下：１人以上 

・利用者数６１人以上：１人に、利用者数が６０人を超

えて４０又はその端数を増すごとに１人を加えた数 

以上 

※１人以上は常勤 

管理者 原則として管理業務に従事するもの 

※管理業務に支障がない場合は、他の職務の兼務可 

設 備 訓練・作業室 ・訓練又は作業に支障がない広さを有し（定員×３．３

㎡以上）、必要な機械器具等を備えること 

相談室 ・間仕切り等を設けること 

洗面所・便所 ・利用者の特性に応じたものであること 

多目的室その他運営に必要な設備 

定 員 原則として１０人以上 

 

 

（８）就労継続支援Ｂ型 

  ① サービスの概要 

    通常の事業所に雇用されることが困難な障害者のうち通常の事業所に雇用

されていた障害者であってその年齢、心身の状態その他の事情により引き続き

当該事業所に雇用されることが困難となった者、就労移行支援によっても通常

の事業所に雇用されるに至らなかった者その他の通常の事業所に雇用される

ことが困難な者につき、生産活動その他の活動の機会の提供その他の就労に必

要な知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の必要な支援を行う。 

 

  ② 各基準の概要 

申請者 法人 

人 員 職業指導員

及び生活支

援員 

・総数：常勤換算で、利用者の数を１０で除した数以上 

・職業指導員の数：１人以上 

・生活支援員の数：１人以上 

※１人以上は常勤 
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サービス管

理責任者 

・利用者数６０人以下：１人以上 

・利用者数６１人以上：１人に利用者数が６０人を超え

て４０又はその端数を増すごとに１人を加えた数以

上 

※１人以上は常勤 

管理者 原則として管理業務に従事するもの 

※管理業務に支障がない場合は、他の職務の兼務可 

 

設 備 訓練・作業室 ・訓練又は作業に支障がない広さを有し（定員×３．３

㎡以上）、必要な機械器具等を備えること 

相談室 ・間仕切り等を設けること 

洗面所・便所 ・利用者の特性に応じたものであること 

多目的室その他運営に必要な設備 

定 員 原則として２０人以上 

 

 

（９）就労定着支援 

  ① サービスの概要 

    生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援（以下、「就労移行支援

等」という。）を利用して、通常の事業所に新たに雇用された障害者の就労の継

続を図るため、企業、障害福祉サービス事業者、医療機関等との連絡調整を行

うとともに、雇用に伴い生じる日常生活又は社会生活を営む上での各般の問題

に関する相談、指導及び助言等の必要な支援を行う。 

  ② 各基準の概要 

申請者 過去３年以内に合計３人以上通常の事業所に新たに障害者を雇用さ

せている生活介護等に係る指定障害福祉サービス事業者 

（３年に満たない場合は、利用を経て３人以上新たに障害者を雇用さ

せた事業者） 

人 員 就労定着支

援員 

・常勤換算で、利用者数を４０で除した数以上 

サービス管

理責任者 

・利用者数６０人以下：１人以上 

・利用者数６１人以上：１人に利用者数が６０人を超え

て４０又はその端数を増すごとに１人を加えた数 

以上 

※１人以上は常勤 

※一体的に運営している指定就労定着支援事業及び生

活介護等に係る指定障害福祉サービスの事業の利用

者の合計数に応じて配置する。 

管理者 原則として管理業務に従事するもの 

※管理業務に支障がない場合は、他の職務の兼務可 

設 備 ・事業を行うために必要な広さの区画を有するとともに、必要な設備

及び備品等を備えること 
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（１０）共同生活援助 

  ① サービスの概要 

    障害者につき、主として夜間において、共同生活を営むべき住居において行

われる相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の必要な日常生活上の援助を

行う。 

 

  ② 各基準の概要 

申請者 法人 

人 員 世話人 介護サービ

ス包括型 

・常勤換算で、利用者数を６で除した数

以上 

日中サービ

ス支援型 

・常勤換算で、利用者数を５で除した数

以上 

外部サービ

ス利用型 

・常勤換算で、利用者数を６で除した数

以上 

生活支援員 介護サービ

ス包括型 

・常勤換算で、次の①から④までに掲げ

る数の合計以上 

①障害支援区分３に該当する利用者の

数を９で除した数 

②障害支援区分４に該当する利用者の

数を６で除した数 

③障害支援区分５に該当する利用者の

数を４で除した数 

④障害支援区分６に該当する利用者の

数を２．５で除した数 

日中サービ

ス支援型 

外部サービ

ス利用型 

 

 備考 日中サービス支援型においては、共同生

活住居ごとに、夜間及び深夜の時間帯を

通じて１人以上の夜間支援従事者を置

くとともに、世話人及び生活支援員のう

ち、１人以上は常勤でなければならな

い。 

サービス管

理責任者 

・利用者数３０人以下：１人以上 

・利用者数３１人以上：１人に利用者数が３０人を超え

て３０又はその端数を増すごとに１人を加えた数 

以上 

管理者 常勤で、かつ、原則として管理業務に従事するもの 

※管理業務に支障がない場合は、他の職務の兼務可 

 

設 備 住居 

指定事業所

は、１以上の

共同生活住

居（※）を有

すること 

介護サービ

ス包括型 

外部サービ

ス利用型 

・住宅地又は住宅地と同程度に利用者の

家族や地域住民との交流の機会が確

保される地域にあり、かつ、入所施設

又は病院及び通所により主として日

中においてサービスを提供する施設

の敷地外にあること 
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日中サービ

ス支援型 

・住宅地又は住宅地と同程度に利用者の

家族や地域住民との交流の機会が確

保される地域にあり、かつ、入所施設

又は病院の敷地外にあること 

設備 ・共同生活住居（※）は、１以上のユニット（※）を有

すること 

・ユニットの居室面積：収納設備等を除き、７．４３㎡

以上 

定員 ・指定事業所の定員：４人以上 

・共同生活住居の入居定員：原則として２人以上１０人

以下 

・ユニットの定員：２人以上１０人以下 

・ユニットの居室の定員：１人 

   ※サテライト型住居とは、本体住居と密接な連携を確保しつつ、本体住居とは

別の場所で運営される住居（介護サービス包括型及び外部サービス利用型に

限る。）。 

    上記の共同生活住居には、サテライト型住居に係るものは除かれる。（指定

事業所の利用定員には含まれる。） 

    【サテライト型住居の基準】 

      ①入居定員を１人とすること 

      ②日常生活を営む上で必要な設備を設けること 

      ③居室の面積は、収納設備等を除き、７．４３㎡以上とすること 

   ※ユニットとは、居室及び居室に近接して設けられる相互に交流を図ることが

できる設備により一体的に構成される生活単位をいい、当該ユニットごとに、

原則として、浴室（浴槽のあるもの）、トイレ、洗面所、台所等日常生活を送

る上で必要な設備を設けなければならない。 
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３ 従たる事業所について 

  生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継

続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型については、次の①及び②の要件を満たす場合に

ついては、「主たる事業所」のほか、一体的かつ独立したサービス提供の場として、

一又は複数の「従たる事業所」を設置することが可能であり、これらを一の事業所

として指定することができる。 

①人員及び 

設備に関 

する要件 

ア 「主たる事業所」及び「従たる事業所」の利用者の合計数に応

じた従業者が確保されているとともに、「従たる事業所」におい

て常勤かつ専従の従業者が１人以上確保されていること。 

イ 「従たる事業所」の利用定員が障害福祉サービスの種類に応じ

て次のとおりであること。 

（Ⅰ）生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）又は

就労移行支援 ６人以上 

（Ⅱ）就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型 １０人以上 

ウ 「主たる事業所」と「従たる事業所」との間の距離が概ね３０

分以内で移動可能な距離であって、サービス管理責任者の業務の

遂行上支障がないこと。 

エ 利用者の支援に支障がない場合には、基準に定める設備の全部

又は一部を設けないこととしても差し支えないこと。 

②運営に関 

する要件 

ア 利用申込みに係る調整、職員に対する技術指導等が一体的に行

われること。 

イ 職員の勤務体制、職務内容等が一元的に管理されていること。

必要な場合には随時、主たる事業所と従たる事業所との間で相互

支援が行える体制（例えば、当該従たる事業所の従業者が急病の

場合等に、主たる事業所から急遽代替要員を派遣できるような体

制）であること。 

ウ 苦情処理や損害賠償等に際して、一体的な対応ができる体制に

あること。 

エ 事業の目的や運営方針、営業日や営業時間、利用料等を定める

同一の運営規程が定められていること。 

オ 人事・給与・福祉厚生等の勤務条件等による職員管理が一元的

に行われるとともに、主たる事業所と当該従たる事業所間の会計

が一元的に管理されていること。 
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４ 多機能型について 

（１）多機能型事業所の定義 

   指定生活介護、指定自立訓練（機能訓練）、指定自立訓練（生活訓練）、指定就

労移行支援、指定就労継続支援Ａ型及び指定就労継続支援Ｂ型並びに指定児童発

達支援、指定医療型児童発達支援、指定放課後等デイサービスの事業のうち２つ

以上の事業を一体的に行うこと。 

 

（２）定員に関する特例 

   利用定員の合計が２０名以上（宿泊型自立訓練の利用定員を除く）である場合

は、各サービスの利用定員は以下のとおりとすることができる。 

生活介護、自立訓練（機能訓練）、 

自立訓練（生活訓練）、就労移行支援 

６人以上。 

ただし、宿泊型自立訓練と自立訓練

（生活訓練）を併せて行う場合には、

宿泊型自立訓練１０人以上、かつ、自

立訓練（生活訓練）６人以上 

就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型 １０人以上 
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５ 管理者の資格要件について 

サービス 資格要件 

生活介護、自立訓練（機能  

訓練）、自立訓練（生活訓練）、

就労選択支援、就労移行支援、

施設入所支援 

・次のいずれかに該当すること 

 ①社会福祉主事任用資格を有する者 

 ②社会福祉事業（※）に２年以上従事した者 

 ③社会福祉施設長資格認定講習会修了者 

就労継続支援Ａ型、就労継続

支援Ｂ型 

・次のいずれかに該当すること 

 ①社会福祉主事任用資格を有する者 

 ②社会福祉事業（※）に２年以上従事した者 

 ③企業を経営した経験を有する者 

④社会福祉施設長資格認定講習会修了者 

   ※社会福祉事業とは、社会福祉法第２条に規定する事業をいう。 

 

 

６ サービス管理責任者の資格要件について 

サービス管理責任者として従事するには、厚生労働大臣が定める実務経験と研

修の修了が必要となる。 
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サービス管理責任者の要件となる実務経験について 

 

本資料は、「指定障害者福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大

臣が定めるもの等」（平成 18 年 9 月 29 日厚生労働省告示 544 号・最終改正平成 29 年厚生労

働省告示 98号）を要約した実務経験の参考資料です。 

 

サービス管理責任者（以下の１～３のいずれかに該当する者）の自己点検票 

１ ａ及びｂの期間が通算して５年以上ある者 

（「相談支援業務」及び「有資格者等が直接支援業務」に従事した期間） 

２ ｃの期間が通算して８年以上ある者 

（「直接支援業務」〔資格等の要件なし〕に従事した期間） 

３ ａからｃまでの期間が通算して３年以上かつｄの期間が３年以上である者 

（国家資格等のある者が、「相談支援業務」及び「有資格者等が直接支援業務」し

た期間があり、かつ、当該資格等に基づき業務した期間） 

 

実務経験早見表 

 業務内容 実務経験 

ａ ａの iからⅵまでに掲げる者(注)が、相談支援の業務（※１）

に従事した期間 

通算５年

以上 

 ⅰ 地域生活支援事業、障害児相談支援事業、身体障害者相談支援

事業、知的障害者相談支援事業 

ⅱ 児童相談所、身体障害者更生相談所、精神障害者社会復帰施設、

知的障害者更生相談所、福祉事務所、発達障害者支援センター 

ⅲ 障害者支援施設、障害児入所施設、老人福祉施設、精神保健福

祉センター、救護施設及び更生施設、介護老人保健施設、地域

包括支援センター 

ⅳ 障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター 

ⅴ 特別支援学校 

ⅵ 病院若しくは診療所の従業者（ただし、次の①から④のいずれ

かに該当する者に限る。） 

①社会福祉主事任用資格者 

②居宅介護職員初任者研修以上（旧：訪問介護員（ホームヘル

パー）２級以上）に相当する研修を修了した者 

③ｄ（国家資格等）に掲げる資格を有する者 

④上記 iからⅴまでに掲げる従事者及び従業者である期間が１

年以上の者 

 (注)その他これらの者に準ずると都道府県知事が認めた者 

 

 

 

 

参考資料１ 
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ｂ ｂの iからⅴまでに掲げる従事者(注)であって、次の①から⑤

のいずれかに該当する者が直接支援の業務（※２）に従事した

期間 

①社会福祉主事任用資格者 

②居宅介護職員初任者研修以上（旧：訪問介護員（ホームヘル

パー）２級以上）に相当する研修を修了した者 

③保育士 

④児童指導員任用資格 

⑤精神障害者社会復帰指導員 

通算５年

以上 

 ⅰ 障害者支援施設、障害児入所施設、老人福祉施設、介護老人保

健施設、病院又は診療所の病室であって療養病床に係る施設の

従業者 

ⅱ 障害福祉サービス事業、障害児通所支援事業、老人居宅介護等

事業の従事者 

ⅲ 病院若しくは診療所又は薬局、訪問看護事業所の従業者 

ⅳ 特例子会社、重度障害者多数雇用事業所設置等助成金の支給を

受けた事業所の従業者 

ⅴ 特別支援学校の従業者 

 (注)その他これらの者に準ずると都道府県知事が認めた者 

ｃ ｂの iからⅴまでに掲げる従事者であって、ｂの①から⑤まで

の社会福祉主事任用資格者等でない者が、直接支援の業務（※

２）に従事した期間 

通算８年

以上 

ｄ ａからｃまでの期間が通算して 3年以上あり、かつ、次の資格

に基づき、当該資格に係る業務に従事した期間 

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、

理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、視能訓練

士、義肢装具士、歯科衛生士、言語聴覚士、あん摩マッサージ

指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、管理栄養士、栄養士

又は精神保健福祉士 

通算 3 年

以上 

※１ 相談支援の業務 

  身体上若しくは精神上の障害があること又は環境上の理由により日常生活を営むのに支障

がある者の日常生活の自立に関する相談に応じ、助言、指導その他の支援を行う業務その他

これに準ずる業務 

※２ 直接支援の業務 

   身体上又は精神上の障害があることにより日常生活を営むのに支障がある者につき、入浴、

排せつ、食事その他の介護を行い、又は日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の

付与、生活能力の向上のために必要な訓練その他の支援(以下「訓練等」という。)を行い、

並びにその訓練等を行う者に対して訓練等に関する指導を行う業務その他職業訓練又は職業

教育に係る業務 
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実務経験早見表の用語について 

１ 地域生活支援事業 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律(平成十七年法律第百二十三号。以下の表では「法」と

いう。)第七十七条第一項及び第七十八条第一項に規定する

地域生活支援事業 

２ 障害児相談支援事業 法附則第二十六条の規定による改正前の児童福祉法(昭和二

十二年法律第百六十四号)第六条の二第一項に規定する障害

児相談支援事業 

３ 身体障害者相談支援事業 法附則第三十五条の規定による改正前の身体障害者福祉法

(昭和二十四年法律第二百八十三号)第四条の二第一項に規

定する身体障害者相談支援事業 

４ 知的障害者相談支援事業 法附則第五十二条の規定による改正前の知的障害者福祉法

(昭和三十五年法律第三十七号)第四条に規定する知的障害

者相談支援事業 

５ 児童相談所 児童福祉法第十二条第一項に規定する児童相談所 

６ 身体障害者更生相談所 身体障害者福祉法第十一条第二項に規定する身体障害者更

生相談所 

７ 精神障害者社会復帰施設 法附則第四十六条の規定による改正前の精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律(昭和二十五年法律第百二十三号)

第五十条の二第一項に規定する精神障害者社会復帰施設 

８ 知的障害者更生相談所 知的障害者福祉法第十二条第二項に規定する知的障害者更

生相談所 

９ 福祉事務所 社会福祉法(昭和二十六年法律第四十五号)第十四条第一項

に規定する福祉に関する事務所 

10 発達障害者支援センター 発達障害者支援法(平成十六年法律第百六十七号)第十四条

第一項に規定する発達障害者支援センター 

11 障害者支援施設 障害者支援施設 

12 障害児入所施設 児童福祉法第七条第一項に規定する障害児入所施設 

13 老人福祉施設 老人福祉法(昭和三十八年法律第百三十三号)第五条の三に

規定する老人福祉施設 

14 精神保健福祉センター 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第六条第一項に

規定する精神保健福祉センター 

15 救護施設、更生施設 生活保護法(昭和二十五年法律第百四十四号)第三十八条第

二項に規定する救護施設及び同法第三項に規定する更生施

設 

16 介護老人保健施設 介護保険法(平成九年法律第百二十三号)第八条第二十八項

に規定する介護老人保健施設 

17 地域包括支援センター 介護保険法第百十五条の四十六第一項に規定する地域包括

支援センター 

18 障害者職業センター 障害者の雇用の促進等に関する法律(昭和三十五年法律第百

二十三号)第十九条第一項に規定する障害者職業センター 

19 障害者就業・生活支援セ

ンター 

障害者の雇用の促進等に関する法律第二十七条第二項に規

定する障害者就業・生活支援センター 

20 特別支援学校 特別支援学校 
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21 病院若しくは診療所 健康保険法(大正十一年法律第七十号)第六十三条第三項に

規定する病院若しくは診療所 

22 病院又は診療所の病室で

あって療養病床に係る施

設 

病院又は診療所の病室であって医療法(昭和二十三年法律第

二百五号)第七条第二項第四号に規定する療養病床に係るも

の 

23 障害児通所支援事業 児童福祉法第六条の二の二第一項に規定する障害児通所支

援事業 

24 老人居宅介護等事業 老人福祉法第五条の二第二項に規定する老人居宅介護等事

業 

25 病院若しくは診療所又は

薬局 

健康保険法第六十三条第三項に規定する病院若しくは診療

所又は薬局 

26 訪問看護事業所 健康保険法第八十九条第一項に規定する訪問看護事業所 

27 特例子会社 障害者の雇用の促進等に関する法律第四十四条第一項に規

定する子会社 

28 重度障害者多数雇用事業

所設置等助成金の支給を

受けた事業者 

障害者の雇用の促進等に関する法律第四十九条第一項第六

号に規定する助成金の支給を受けた事業所 

29 社会福祉主事任用資格者 社会福祉法第十九条第一項各号のいずれかに該当するもの 

30 居宅介護職員初任者研修

以上に相当する研修を修

了した者 

相談支援の業務に関する基礎的な研修を修了する等により

相談支援の業務を行うために必要な知識及び技術を修得し

たものと認められるもの 

31 保育士 保育士(国家戦略特別区域法(平成二十五年法律第百七号)第

十二条の五第五項に規定する事業実施区域内にある i、iii

若しくは ivに規定する施設、iiに規定する事業を行う場所

又は vに規定する機関にあっては、保育士又は当該事業実施

区域に係る国家戦略特別区域限定保育士) 

32 児童指導員任用資格 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準(昭和二十三年厚

生省令第六十三号)第四十三条各号のいずれかに該当するも

の 

33 精神障害者社会復帰指導

員 

障害者自立支援法の一部の施行に伴う厚生労働省関係省令

の整備等に関する省令(平成十八年厚生労働省令第百六十九

号)による廃止前の精神障害者社会復帰施設の設備及び運営

に関する基準(平成十二年厚生省令第八十七号)第十七条第

二項各号のいずれかに該当するもの 
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用語について 

１ 相談支援従事者初任者研

修(講義部分)修了者 

指定地域相談支援の提供に当たる者として厚生労働大臣

が定めるもの(平成二十四年厚生労働省告示第二百二十

六号)、指定計画相談支援の提供に当たる者として厚生労

働大臣が定めるもの(平成二十四年厚生労働省告示第二

百二十七号)及び指定障害児相談支援の提供に当たる者

として厚生労働大臣が定めるもの(平成二十四年厚生労

働省告示第二百二十五号)(以下「相談支援事業従事者基

準」と総称する。)に定める相談支援従事者初任者研修の

うち別表第二に定める内容又は指定相談支援の提供に当

たる者として厚生労働大臣が定めるものを廃止する件

(平成二十四年厚生労働省告示第二百十二号)による廃止

前の指定相談支援の提供に当たる者として厚生労働大臣

が定めるもの(平成十八年厚生労働省告示第五百四十九

号。以下「旧相談支援事業従事者基準」という。)に定め

る相談支援従事者初任者研修のうち指定障害福祉サービ

スの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大

臣が定めるもの等の一部を改正する件(平成二十四年厚

生労働省告示第二百十号)による改正前の指定障害福祉

サービスの提供に係るサービス管理を行う者として厚生

労働大臣が定めるもの等の別表第二に定める内容を行う

研修(以下「相談支援従事者初任者研修(講義部分)」とい

う。)を修了し、当該研修の課程を修了した旨の証明書の

交付を受けた者 
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サービス管理責任者に関するＱ＆Ａ 

 

（実務経験等について） 

質問 回答 

実務経験（参考資料１の実務経験早

見表）の具体的な考え方はいかが。 

実務経験とは、実際に業務に従事した日

数が１年当たり１８０日以上であることを

いうものとする。 

つまり以下のとおりとなる。 

・３年以上の実務経験 

→ 実際に業務に従事した期間が３年 

以上であり、かつ、実際に業務に従事し

た日数が通算で５４０日以上 

・５年以上の実務経験 

→ 実際に業務に従事した期間が５年以

上であり、かつ、実際に業務に従事した

日数が通算で９００日以上 

・８年以上の実務経験 

→ 実際に業務に従事した期間が８年 

以上であり、かつ、実際に業務に従事 

した日数が通算で１，４４０日以上 

小規模作業所の職員は、実務経験に

含まれるのか。 

市町から補助金又は委託により運営され

ている小規模作業所であって、業務内容や

勤務状況の記録が適正に整備されており、

所属長等による実務経験の証明が可能であ

れば、実務経験に含まれる。この場合の実

務経験は「直接支援」となる。 

社会福祉主事任用資格者等は、直接

支援業務の実務経験が５年以上（参考

資料１の実務経験早見表）となってい

るが、社会福祉主事任用資格等の資格

取得以前の期間も含めて５年以上の実

務経験があればよいのか。 

 

お見込みのとおり。 

社会福祉主事任用資格等を取得してから、

改めて５年間の実務経験が必要ということ

ではない。 

障害福祉サービス事業所に経理事務

員として８年以上勤務した場合、実務

経験として認められるか。 

 認められない。 

 

幼稚園、保育所、学校等で８年以上

従事し、児童の中に障害児もいた場合、

実務経験として認められるか。 

認められない。 

児童の中に障害児がいたという場合は、障

害者の支援業務の対象外。特別支援学級は対

象となる。 

他都道府県が発行した研修修了証書

は千葉県で有効か。 

 有効となる 

 

参考資料２ 

22


	tebiki-all.pdf
	02_各サービスの指定基準等について
	生活介護
	短期入所
	自立訓練（機能訓練）
	自立訓練（生活訓練）
	就労選択支援
	就労移行支援
	就労継続支援A型
	就労継続支援B型
	就労定着支援
	共同生活援助

	03_従たる事業所について
	04_多機能型について
	05・06_管理者・サービス管理責任者の資格要件について


